
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
外径が異なる各種素管の端部を成形するための管端成形装置であって、

成形管を受け取り、受け取った前記被成形管を移動させて所望
の寸法に切断できるように位置決めする測長機構と

記被成形管を切断する切断装置と、

前記切断装置によって切断された前記被成形管を挟持可能であると共に回転させることが
できるクランプ装置と、前記クランプ装置に挟持された前記被成形管の 端部に対して接
近離間可能であり、外径が異なる各種素管の端部に開先を形成可能な管端成形工具を有す
る開先加工機と、前記クランプ装置に挟持された前記被成形管の端部に対して接近離間可
能であり、開先加工が施された前記被成形管の端部を研磨する管端研磨装置とを有し、前

行路を走行可能な可動成形装置と

前記走行路に複数配設されており、前記可動成形装置のクランプ装置に挟持されて移動す
る前記被成形管を支持する支持ローラと
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前記外径が異なる各種素管を複数収容可能な素管収容棚と、前記素管収容棚から被成形管
を前記測長機構へ搬出するための搬出機構とを有する素管収容部と、
　前記搬出機構から前記被

、
　前
前記切断装置の下流側に設けられた走行路と、

後

記走 、
　前記走行路上に配置されており、前記切断装置によって切断された前記被成形管を前記
可動成形装置の前記クランプ装置に受け渡す受渡しアームと、

、
　前記各支持ローラを昇降させるためのローラ昇降装置と、



前記切断装置の近傍に昇降自在に設けられると共に前記切断装置によって所望の寸法に切
断された前記被成形管の下部と当接可能な基準部材を含み、前記可動成形装置のクランプ
装置に芯出しがなされて挟持された前記被成形管を、前記支持ローラによって支持して移
動させる際には、前 ーラ昇降装置を作動させて、前記基準部材の高さと前記各支持ロ
ーラの高さとを一致させることにより、前記被成形管を芯出しされた状態のまま搬送でき
るローラ高さ調整機構と、
前記可動成形装置のクランプ装置に挟持された前記被成形管の前端部を挟持可能であると
共に回転させることができるクランプ装置と、 クランプ装置に挟持された前記被成形
管の 端部に対して接近離間可能であり、外径が異なる各種素管の端部に開先を形成可能
な管端成形工具を有する開先加工機と、前記クランプ装置に挟持された前記被成形管の端
部に対して接近離間可能であり、開先加工が施された前記被成形管の端部を研磨する管端
研磨装置とを有し、前記走行路の下流側に固定された固定成形装置と、

前記 測長機構、 前記可動成形装置、
前記固定成形装置、 の動作を制御する制御部と、

停止した前記可動成形装置と前記固定成形装置とのクランプ装置によって、前記被成形管
の前端部と後端部とが挟持された段階で、前記可動成形装置及び前記固定成形装置の開先
加工機が、双方のクランプ装置に挟持されている前記被成形管に対して移動させられて前
記被成形管の前端部と後端部とに対して同時に開先加工を施した後、前記可動成形装置及
び前記固定成形装置の管端研磨装置が、各クランプ装置に挟持されている前記被成形管に
対して移動させられて前記被成形管の前端部と後端部とに対して同時に研磨加工を施すこ
とを特徴とする管端成形装置。
【請求項２】
前記測長機構は、
前記切断装置に対して接近離間可能であり、前記被成形管を挟持可能であると共に、挟持
した前記被成形管を前記切断装置に対して押出し可能な位置決め手段を有する可動クラン
プ装置と、
前記可動クランプ装置と前記切断装置との間に配置されており、前記被成形管を挟持可能
な補助クランプ機構と、
前記補助クランプ機構と前記切断装置との間に配置されており、前記被成形管を挟持可能
な主クランプ機構と、
前記切断装置の下流側に昇降自在に設けられており、前記被成形管の下部と当接可能な基
準部材と、を備え

ことを特徴とする請求項 に記載の管端成形装置。
【請求項３】
前記ローラ高さ調整機構は、

前記走行路と平行に延在すると共に、前記基準部材の上下動に連動して回転する連動シャ
フトと、
前記各支持ローラに対応するように前記連動シャフトに取り付けられており、先端に近接
センサが固定されている位置決め部材と、
前記各ローラ昇降装置に取り付けられた近接センサとを備えることを特徴とする請求項
に記載の管端成形装置。
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記ロ

当該
前

前記固定成形装置の下流側に配されており、前記固定成形装置と前記可動成形装置とによ
って成形された成形管を収容するための成形管収容部と、
　前記固定成形装置の下流側に配置されており、前記成形管を前記固定成形装置から前記
成形管収容部に払い出す払出しアームと、

搬出機構、前記 前記切断装置、 前記受渡アーム、前記
ローラ昇降装置、 及び、前記払出アーム
を備え、

、
　前記制御部は、前記可動クランプ装置、前記補助クランプ機構、前記主クランプ機構、
及び、前記基準部材の動作を制御する １

　前記各支持ローラを昇降させるためのローラ昇降装置と、
　前記各支持ローラよりも上流側に昇降自在に設けられており、前記被成形管の下部と当
接可能な基準部材と、

１



【請求項４】
前記クランプ装置は、
前記外径が異なる各種素管を挟持可能な切り欠き部と内部空間とを有し、前記切り欠き部
同士が互いに対向する状態で配される一対のクランプ部材と、
前記一対のクランプ部材を互いに接近離間させるクランプ部材移動手段と、
前記各クランプ部材の前記内部空間に配されて互いに対向しており、外径が異なる各種素
管の表面と当接可能に配置された複数のローラからなる一対のローラ列と、
前記一対のローラ列を互いに接近離間させるローラ列移動手段と、
前記ローラ列のうちの少なくとも一方に含まれる前記各ローラを回転駆動するローラ駆動
手段とを備えることを特徴とする請求項 に記載の管端成形装置。
【請求項５】
前記管端成形工具は、
前記被成形管に開先を形成するための複数のバイトと、
前記各バイトが固定され、前記被成形管と同軸に回転駆動されるバイトホルダとを備え、
前記各バイトは、前記バイトホルダの中心軸から外周側に向けて配設されており、かつ、
前記各バイトの刃先は、外周側に向かうにつれて前記バイトホルダから突出していること
を特徴とする請求項 に記載の管端成形装置。
【請求項６】
前記管端研磨装置は、
前記被成形管の端部を研磨するための研磨ホイールを有するグラインダと、
前記被成形管を挟持するためのクランプ装置と、
前記グラインダを回動自在に支持しており、前記クランプ装置に対して接近離間可能であ
ると共に、前記グラインダを昇降させることができるグラインダ支持機構と、
前記グラインダ支持機構から前記クランプ装置に向けて延出されると共に、前記クランプ
装置に挟持されている前記被成形管に当接した際に、前記グラインダ支持機構の前記クラ
ンプ装置に対する移動を停止させるスイッチを有する位置決めスイッチ手段と、
前記研磨ホイールの反対側端部で、前記グラインダを上方に付勢する弾性手段と、
前記グラインダが所定量だけ傾斜した際に、前記グラインダ支持機構によるグラインダの
昇降動作を停止させる傾斜スイッチ手段とを備えることを特徴とする請求項 に記載の管
端成形装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、外径の異なる各種素管の端部を成形するための管端成形装置、管端成形装置の
測長機構、管端成形装置のローラ高さ調整機構、管端成形用クランプ装置、管端成形工具
、及び、管端研磨装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
一般に、各種配管設備を敷設する場合、外径、内径等の異なる各種素管を所定の長さに切
断し、端面に開先加工、研磨加工等の成形を施した上で、成形済みの成形管を溶接によっ
て接合していく。各種素管の端面を成形するに際しては、まず、素管収容棚に異なる外径
ごとに分類された状態で収容されている各種素管の中から、揚重機等を用いて成形対象と
なる素管（以下「被成形管」という）を取り出す。そして、取り出された被成形管を巻尺
等により測長し、所定のマーキングを施した上で、ハンドソー等を用いて所望長さに切断
する。そして、切断された被成形管を開先加工機にセットし、被成形管の端部に開先を形
成すると共に、エアグラインダ等の研磨装置を用いて、形成された開先部を研磨する。開
先加工、研磨加工が施された成形管は、成形管収容部に移し替えられ、次の作業まで保管
される。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
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しかしながら、従来の管端成形作業においては、測長作業、研磨加工、工程変更時におけ
る被成形管の移送、セッティング等は、何れも主として作業員の手によって行なわれてい
た。従って、従来の管端成形作業には、工期の長期化、作業効率等の点に問題があった。
また、従来は、各種セッティング、測長作業、研磨加工等が手作業で行なわれていたので
、作業員の熟練度に応じて、成形管の加工精度にばらつきが生じてしまうという問題もあ
った。
【０００４】
そこで、本発明は、外径の異なる素管を高精度で効率よく自動連続加工することができる
管端成形装置、及び、管端成形装置の自動化、高精度化、及び、高効率化に寄与する管端
成形装置の測長機構、管端成形装置のローラ高さ調整機構、管端成形用クランプ装置、管
端成形工具、並びに、管端研磨装置の提供を目的とする。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
請求項１に記載の本発明による管端成形装置は、外径が異なる各種素管の端部を成形する
ための管端成形装置であって、前記外径が異なる各種素管を複数収容可能な素管収容棚と
、前記素管収容棚から被成形管を前記測長機構へ搬出するための搬出機構とを有する素管
収容部と、前記搬出機構から前記被成形管を受け取り、受け取った前記被成形管を移動さ
せて所望の寸法に切断できるように位置決めする測長機構と、前記被成形管を切断する切
断装置と、前記切断装置の下流側に設けられた走行路と、
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前記切断装置によって切断され
た前記被成形管を挟持可能であると共に回転させることができるクランプ装置と、前記ク
ランプ装置に挟持された前記被成形管の後端部に対して接近離間可能であり、外径が異な
る各種素管の端部に開先を形成可能な管端成形工具を有する開先加工機と、前記クランプ
装置に挟持された前記被成形管の端部に対して接近離間可能であり、開先加工が施された
前記被成形管の端部を研磨する管端研磨装置とを有し、前記走行路を走行可能な可動成形
装置と、前記走行路上に配置されており、前記切断装置によって切断された前記被成形管
を前記可動成形装置の前記クランプ装置に受け渡す受渡しアームと、前記走行路に複数配
設されており、前記可動成形装置のクランプ装置に挟持されて移動する前記被成形管を支
持する支持ローラと、前記各支持ローラを昇降させるためのローラ昇降装置と、前記切断
装置の近傍に昇降自在に設けられると共に前記切断装置によって所望の寸法に切断された
前記被成形管の下部と当接可能な基準部材を含み、前記可動成形装置のクランプ装置に芯
出しがなされて挟持された前記被成形管を、前記支持ローラによって支持して移動させる
際には、前記ローラ昇降装置を作動させて、前記基準部材の高さと前記各支持ローラの高
さとを一致させることにより、前記被成形管を芯出しされた状態のまま搬送できるローラ
高さ調整機構と、前記可動成形装置のクランプ装置に挟持された前記被成形管の前端部を
挟持可能であると共に回転させることができるクランプ装置と、当該クランプ装置に挟持
された前記被成形管の前端部に対して接近離間可能であり、外径が異なる各種素管の端部
に開先を形成可能な管端成形工具を有する開先加工機と、前記クランプ装置に挟持された
前記被成形管の端部に対して接近離間可能であり、開先加工が施された前記被成形管の端
部を研磨する管端研磨装置とを有し、前記走行路の下流側に固定された固定成形装置と、
前記固定成形装置の下流側に配されており、前記固定成形装置と前記可動成形装置とによ
って成形された成形管を収容するための成形管収容部と、前記固定成形装置の下流側に配
置されており、前記成形管を前記固定成形装置から前記成形管収容部に払い出す払出しア
ームと、前記搬出機構、前記測長機構、前記切断装置、前記可動成形装置、前記受渡アー
ム、前記ローラ昇降装置、前記固定成形装置、及び、前記払出アームの動作を制御する制
御部と、を備え、停止した前記可動成形装置と前記固定成形装置とのクランプ装置によっ
て、前記被成形管の前端部と後端部とが挟持された段階で、前記可動成形装置及び前記固
定成形装置の開先加工機が、双方のクランプ装置に挟持されている前記被成形管に対して
移動させられて前記被成形管の前端部と後端部とに対して同時に開先加工を施した後、前
記可動成形装置及び前記固定成形装置の管端研磨装置が、各クランプ装置に挟持されてい
る前記被成形管に対して移動させられて前記被成形管の前端部と後端部とに対して同時に



ことを特徴とする。
【０００６】
この管端成形装置を用いて、各種素管の端部を成形するに際しては、予め、素管収容部の
素管収容棚の各段に、複数の素管を、例えば、異なる外径ごとに分類した状態で収容して
おく。成形対象となる素管（被成形管）は、制御部によって作動させられる搬出機構によ
って測長機構に受け渡される。被成形管は、測長機構によって移動させられると共に、所
望の寸法に切断できるように位置決めされ、切断装置によって切断される。切断装置によ
って切断された被成形管は、受渡しアームによって可動成形装置のクランプ装置に対して
受け渡される。
【０００７】
被成形管を可動成形装置に受け渡すに際しては、まず、可動成形装置が切断装置の近傍に
設けられている基準部材付近まで移動させられると共に、受渡しアームが作動させられ、
被成形管が可動成形装置側に引き寄せられる。そして、可動成形装置のクランプ装置は、
被成形管の所定位置（例えば、被成形管の中央部付近）を挟持する。これにより、被成形
管の芯出しがなされる。この段階で、基準部材は、その上面が被成形管の下部と当接する
まで上昇させられる。そして、制御部によって各ローラ昇降装置が作動させられ、ローラ
高さ調整機構によって基準部材の高さと各支持ローラの高さとが一致させられると、ロー
ラ昇降装置の作動が停止される。
【０００８】
各支持ローラの高さが調整された段階で、制御部によって可動成形装置が作動させられ、
可動成形装置は、固定成形装置に向けて走行路上を走行する。この際、クランプ装置に挟
持された被成形管は、支持ローラによって支持されて移動するので、被成形管は芯出しさ
れた状態のまま搬送される。可動成形装置は、被成形管の前端部が固定成形装置のクラン
プ装置に挿入された時点で停止させられ、被成形管の前端部は、固定成形装置のクランプ
装置によって挟持される。この段階で、可動成形装置のクランプ装置が一旦開放されると
共に、可動成形装置は、制御部によって再作動させられ、切断装置に向けて走行路上を走
行する。可動成形装置は、被成形管の後端部がクランプ装置に挟まれるようになった時点
で停止され、被成形管の後端部は、可動成形装置のクランプ装置によって挟持される。
【０００９】
被成形管の前端部と後端部とが、停止した可動成形装置と固定成形装置とのクランプ装置
によって挟持された段階で、可動成形装置及び固定成形装置の開先加工機が、双方のクラ
ンプ装置に挟持されている被成形管に対して移動させられる。そして、被成形管の前端と
後端とに対して同時に開先加工が施される。開先加工が終了すると、可動成形装置及び固
定成形装置の管端研磨装置が、各クランプ装置に挟持されている被成形管に対して移動さ
せられる。そして、被成形管の前端と後端に対して同時に研磨加工が施される。被成形管
に対する開先加工及び研磨加工が終了すると、制御部によって可動成形装置及び固定成形
装置のクランプ装置が開放させられると共に、払出しアームが作動される。これにより、
成形済みの成形管は、成形管収容部に払い出され、次の作業まで保管される。
【００１０】
このように、この管端成形装置によれば、素管収容部から被成形管を搬出し、開先加工及
び研磨加工が施された成形管を成形管収容部に収容するまでの各工程を自動的かつ連続的
に行うことができる。また、被成形管の測長、可動成形装置及び固定成形装置に対する被
成形管のセッティング、開先加工、研磨加工等が、作業員の手を介することなく、一体の
装置によって行なわれるので、外径の異なる素管を高精度で効率よく加工することができ
る。
【００１１】
請求項 に記載の本発明による管端成形装置は、前記管端成形装置において、前記測長機
構は、前記切断装置に対して接近離間可能であり、前記被成形管を挟持可能であると共に
、挟持した前記被成形管を前記切断装置に対して押出し可能な位置決め手段を有する可動
クランプ装置と、前記可動クランプ装置と前記切断装置との間に配置されており、前記被
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成形管を挟持可能な補助クランプ機構と、前記補助クランプ機構と前記切断装置との間に
配置されており、前記被成形管を挟持可能な主クランプ機構と、前記切断装置の下流側に
昇降自在に設けられており、前記被成形管の下部と当接可能な基準部材と、を備えること
を特徴とする。
【００１２】
この管端成形装 用いて、被成形管を切断装置に対して位置決めし、切断する際には、
まず、可動クランプ装置が、制御部により切断前の被成形管の長さに概略対応する位置ま
で切断装置に向けて移動させられる。この状態で、可動クランプ装置と補助クランプ機構
とに対して被成形管が受け渡される。そして、制御部によって可動クランプ装置と補助ク
ランプ機構とが作動され、被成形管は両者によって挟持される。これにより、被成形管の
芯出しがなされる。
【００１３】
次に、制御部により可動クランプ装置と補助クランプ機構とが多少開放される。また、可
動クランプ装置の位置決め手段が作動され、被成形管は、可動クランプ装置に設定されて
いる原点位置まで切断装置側に押出される。そして、制御部により可動クランプ装置が作
動され、被成形管は、可動クランプ装置によって挟持される。この状態から、可動クラン
プ装置は切断装置に向けて移動させられる。可動クランプ装置によって挟持されている被
成形管は、補助クランプ機構によってガイドされながら、主クランプ機構に挿通される。
被成形管の先端部は、切断装置の下流側に設けられている基準部材の上方に達する。
【００１４】
制御部は、切断装置と可動クランプ装置の原点位置との間の距離が所望の値になった時点
で可動クランプ装置を停止させる。可動クランプ装置が停止されると、制御部により主ク
ランプ機構が作動され、被成形管は可動クランプ装置と主クランプ機構との双方によって
挟持される。また、制御部によって基準部材が作動され、基準部材は、被成形管の先端下
部と当接する。この状態で、制御部により切断装置が作動されると、被成形管は、所望の
寸法に切断される。
【００１５】
このように、この管端成形装 よれば、被成形管を所望の寸法に切断するための位置決
め作業を自動的に行うことができる。また、位置決め作業の再現性が確保されるので、被
成形管の切断作業における精度を容易に向上させることができる。従って、こ 端成形
装置 、各種被成形管を高精度で効率よく自動連続加工することができる。
【００１６】
請求項 に記載の本発明による管端成形装置は、前記管端成形装置において、前記ローラ
高さ調整機構は、

前記走行路と平行に延在すると共に、前記基準部材の上下動に連動して回転する連
動シャフトと、
前記各支持ローラに対応するように前記連動シャフトに取り付けられており、先端に近接
センサが固定されている位置決め部材と、前記各ローラ昇降装置に取り付けられた近接セ
ンサとを備えることを特徴とする
【００１７】
この管端成形装 、所定のクランプ装置等によって被成形管の芯出しがなされた段階で
作動させられる。この場合、まず、基準部材が上昇させられる。これにより、基準部材は
、芯出しされている被成形管の下部に向けて上昇する。また、基準部材の上昇に連動して
、連動シャフトが回転し、連動シャフトに取り付けられている位置決め部材が回動する。
基準部材の上面が被成形管の下部と当接すると、基準部材は停止させられる。これに伴い
、位置決め部材も停止し、位置決め部材の先端に固定されている近接センサの位置が定ま
る。一方、各ローラ昇降装置も作動させられ、各支持ローラも上昇する。そして、各ロー
ラ昇降装置に取り付けられた近接センサと、位置決め部材の近接センサとの間の距離が所
定量になった段階で、各ローラ昇降装置が停止される。これにより、基準部材の高さと各
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支持ローラの高さとが一致した状態となる。
【００１８】
このように、この管端成形装 よれば、素管収容部から成形管収容部までの間で被成形
管を移送、成形する際に、被成形管は、一定の高さに調整された支持ローラによって支持
された状態で移送、成形される。この結果、一旦、被成形管を芯出しすれば、その後の工
程においても、芯出しされた状態が良好に維持される。従って、こ 端成形装置 、
外径の異なる素管を高精度で効率よく自動連続加工することが可能となる。
【００１９】
請求項 に記載の本発明による管端成形装置は、前記管端成形装置において、前記クラン
プ装置は、前記外径が異なる各種素管を挟持可能な切り欠き部と内部空間とを有し、前記
切り欠き部同士が互いに対向する状態で配される一対のクランプ部材と、前記一対のクラ
ンプ部材を互いに接近離間させるクランプ部材移動手段と、前記各クランプ部材の前記内
部空間に配されて互いに対向しており、外径が異なる各種素管の表面と当接可能に配置さ
れた複数のローラからなる一対のローラ列と、前記一対のローラ列を互いに接近離間させ
るローラ列移動手段と、前記ローラ列のうちの少なくとも一方に含まれる前記各ローラを
回転駆動するローラ駆動手段とを備えることを特徴とする。
【００２０】
各種素管の端部に開先加工や研磨加工を施す際には、一般に、成形対象の素管（被成形管
）を挟持すること、及び、被成形管を回転させることが必要になるが、この管端成形用ク
ランプ装置は、被成形管の挟持、及び、被成形管の回転駆動の双方を可能とするものであ
る。すなわち、この管端成形用クランプ装置を用いて被成形管を挟持する際には、各クラ
ンプ部材の切り欠き部同士間に被成形管を配置させた後、クランプ部材移動手段を作動さ
せ、クランプ部材同士を互いに接近させる。これにより、被成形管は、互いに対向し合う
切り欠き部によって芯出しされた状態で挟持されることになる。
【００２１】
一方、被成形管を回転させる場合、被成形管が切り欠き部に挟持されている状態で、ロー
ラ列移動手段を作動させ、各クランプ部材の内部空間に配置されているローラ列を互いに
接近させる。これにより、各ローラ列に含まれている各ローラは、被成形管の表面と当接
する。次に、クランプ部材移動手段を作動させ、クランプ部材同士を互いに離間させる。
この状態で、ローラ駆動手段を作動させれば、被成形管は芯出しされた状態で回転させら
れることになる。
【００２２】
このように、この管端成 置によれば、外径の異なる各種素管（被成形管）の挟持（固
定）及び回転が、一体の装置により行なわれる。これにより、装置の小型化、加工工程の
集約化が可能となる。また、固定されている被成形管を別途設けられている回転装置に移
し替えるといったようなことは不要となるので、いわゆる段取作業が不要となり、管端成
形に要する時間を短縮化することができる。従って、こ 端成形装置 、外径の異な
る素管を高精度で効率よく自動連続加工することが可能となる。
【００２３】
請求項 に記載の本発明による管端成形装置は、前記管端成形装置において、前記管端成
形工具は、前記被成形管に開先を形成するための複数のバイトと、前記各バイトが固定さ
れ、前記被成形管と同軸に回転駆動されるバイトホルダとを備え、前記各バイトは、前記
バイトホルダの中心軸から外周側に向けて配設されており、かつ、前記各バイトの刃先は
、外周側に向かうにつれて前記バイトホルダから突出していることを特徴とする。
【００２４】
この管端成形 を用いて被成形管の端部に開先加工を施す際には、管端成形工具と、被
成形管とを同軸に配すると共に両者を互いに接近させる。ここで、この管端成形工具では
、各バイトは、バイトホルダの外周側に向かうにつれて刃先がバイトホルダから突出する
よう状態でバイトホルダに固定されている。従って、外径の大きな被成形管を管端成形工
具に対して接近させれば、この被成形管の端部は、バイトホルダの外周側に固定されてい
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るバイトと当接する。一方、外径の小さな被成形管に対して開先加工を施す際には、被成
形管と管端成形工具とをより接近させればよい。この場合、外径の小さな被成形管の端部
は、バイトホルダの中心軸側に固定されており、外周側のバイトよりも奥まっているバイ
トと当接することになる。
【００２５】
このように、この管端成形 によれば、被成形管と管端成形工具との接近移動量を変更
するだけで、外径の異なる各種被成形管に対して開先加工を施すことが可能となる。また
、外径の異なる各種被成形管に対応させて管端成形工具を取り替える必要がなくなるので
、いわゆる段取作業が不要となり、管端成形に要する時間を短縮化することができる。従
って、こ 端成形装置 、外径の異なる素管を高精度で効率よく自動連続加工するこ
とが可能となる。
【００２６】
請求項 に記載の本発明による管端成形装置は、前記管端成形装置において、前記管端研
磨装置は、前記被成形管の端部を研磨するための研磨ホイールを有するグラインダと、前
記被成形管を挟持するためのクランプ装置と、前記グラインダを回動自在に支持しており
、前記クランプ装置に対して接近離間可能であると共に、前記グラインダを昇降させるこ
とができるグラインダ支持機構と、前記グラインダ支持機構から前記クランプ装置に向け
て延出されると共に、前記クランプ装置に挟持されている前記被成形管に当接した際に、
前記グラインダ支持機構の前記クランプ装置に対する移動を停止させるスイッチを有する
位置決めスイッチ手段と、前記研磨ホイールの反対側端部で、前記グラインダを上方に付
勢する弾性手段と、前記グラインダが所定量だけ傾斜した際に、前記グラインダ支持機構
によるグラインダの昇降動作を停止させる傾斜スイッチ手段とを備えることを特徴とする
。
【００２７】
この管端 装置を用いて被成形管の端部を研磨するに際しては、まず、被成形管をクラ
ンプ装置に挟持させると共に、グラインダ支持機構によってグラインダを上昇させて、研
磨ホイールを被成形管よりも上方に位置させておく。そして、グラインダ支持機構をクラ
ンプ装置（被成形管）に対して接近させる。グラインダ支持機構がある程度クランプ装置
に接近すると、グラインダ支持機構に設けられている位置決めスイッチ手段のスイッチが
被成形管と当接し、グラインダ支持機構は停止する。
【００２８】
次に、グラインダ支持機構によってグラインダが下降させられる。グラインダが下降する
と、やがて、研磨ホイールがクランプ装置に挟持されている被成形管の端部と当接し、グ
ラインダ自体は、弾性手段の付勢力に抗して回動する。グラインダが更に下降し、グライ
ンダが所定量だけ傾斜すると（例えば、水平になると）、傾斜スイッチ手段によって、グ
ラインダの下降動作が停止させられる。この状態でグラインダを作動させれば、被成形管
の端部に対して研磨加工を施すことができる。
【００２９】
このように、この管端 装置によれば、外径等が異なる各種被成形管に対して、研磨ホ
イールを容易かつ自動的に位置決めすることが可能となる。また、研磨ホイールは、弾性
手段によって被成形管の端部に対して付勢され、研磨ホイールと被成形管の端部とが確実
に接触するので、研磨加工の精度を向上させることができる。更に、研磨ホイールが摩耗
しても、グラインダを下降させることにより、研磨ホイールと被成形管の端部を確実に接
触させることができる。従って、こ 端成形装置 、外径の異なる素管を高精度で効
率よく自動連続加工することが可能となる。
【００３０】
【発明の実施の形態】
以下、図面と共に本発明による管端成形装置、管端成形装置の測長機構、管端成形装置の
ローラ高さ調整機構、管端成形用クランプ装置、管端成形工具、及び、管端研磨装置の好
適な実施形態について詳細に説明する。
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【００３１】
図１は、本発明による管端成形装置を示す平面図である。同図に示す管端成形装置１は、
各種素管の端部を成形するためのものであり、管端成形装置１の一端側（図１における右
側）には、外径、内径、全長等が異なる各種素管Ｐを複数収容可能な素管収容棚２を含む
素管収容部５が配置されている。素管収容棚２は、図２に示すように、複数の素管収容ト
レイ３からなる多段構造を有しており、各素管収容トレイ３には、複数の素管Ｐが異なる
外径ごとに分類された状態で収容される。素管収容棚２の側方には、成形対象となる被成
形管Ｐｏを搬出するための搬出機構４が配置されている。搬出機構４は、各素管収容トレ
イ３から被成形管Ｐｏを１本ずつ受取可能であると共に、駆動部６によって昇降させられ
る搬出台７を有する。この搬出機構４の制御は、図１に示す制御コンピュータ１００によ
って行なわれる。
【００３２】
素管収容部５の側方には、搬出機構４から被成形管Ｐｏを受け取り可能な測長機構１０が
配置されている。測長機構１０は、主として、可動クランプ装置１１、補助クランプ機構
１２、主クランプ機構１４等からなり、測長機構１０は、搬出機構４から受け取った被成
形管Ｐｏを移動させて所望の寸法に切断できるように位置決めすることができる。この測
長機構１０の制御は、制御コンピュータ１００によって行なわれる。
【００３３】
また、補助クランプ機構１２と主クランプ機構１４との間には、被成形管Ｐｏに対して所
定のマーキングを施すためのマーキング装置１５が配置されており、主クランプ機構１４
の下流側には、被成形管Ｐｏを切断するための切断装置（ハンドソー）１６が配置されて
いる。マーキング装置１５及び切断装置１６の制御も、制御コンピュータ１００によって
行われる。更に、切断装置１６の側方には、切り離された余剰管を収容するための余剰管
払出し部１７が配置されている。
【００３４】
切断装置１６の下流側には、走行路２０が設けられると共に、走行路２０に設けられてい
るレール２１上を走行可能な可動成形装置２２が配されている。可動成形装置２２には、
走行駆動用のパルスモータが内蔵されており、このパルスモータからは、制御コンピュー
タ１００に対してパルス信号が送られる。制御コンピュータ１００は、受け取ったパルス
信号に基づいて可動成形装置２２の走行を制御する。
【００３５】
この可動成形装置２２には、図１に示すように、クランプ装置４０と、開先加工機６０と
、管端研磨装置７０とが含まれる。また、走行路上２０には、油圧シリンダ等からなり、
制御コンピュータ１００により制御される受渡しアーム２３が配置されており、この受渡
しアーム２３によって、切断装置１６によって所望の寸法に切断された被成形管Ｐｏが可
動成形装置２２のクランプ装置４０に受け渡される。クランプ装置４０は、切断装置１６
によって切断された被成形管Ｐｏを挟持可能であると共に回転させることができる。
【００３６】
開先加工機６０は、外径が異なる各種素管Ｐの端部に開先を形成可能な管端成形工具６１
を有する。図１に示すように、開先加工機６０は、走行路２０と平行に前後移動可能であ
ると共に、走行路２０と直交する方向に往復移動可能であり、クランプ装置４０に挟持さ
れた被成形管Ｐｏの端部に対して接近離間可能である。管端研磨装置７０は、開先加工が
施された被成形管Ｐｏの端部を研磨するためのものである。管端研磨装置７０も、走行路
２０と平行に前後移動可能であると共に、走行路２０と直交する方向に往復移動可能であ
り、クランプ装置４０に挟持された被成形管Ｐｏの端部に対して接近離間可能である。ク
ランプ装置４０、開先加工機６０、管端研磨装置７０の制御は、制御コンピュータ１００
によって行われる。
【００３７】
一方、走行路２０には、可動成形装置２２のクランプ装置４０に挟持されて移動する被成
形管Ｐｏを支持する支持ローラ２４が複数配設されている。各支持ローラ２４は、油圧シ
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リンダ等からなり、制御コンピュータ１００によって制御されるローラ昇降装置２５（図
５参照）によって昇降させられる。また、各支持ローラ２４の高さはローラ高さ調整機構
３０によって調整される。このローラ高さ調整機構３０には、切断装置１６の下流側近傍
に昇降自在に設けられた基準部材Ｒを含まれる。ローラ高さ調整機構３０は、基準部材Ｒ
の高さと各支持ローラ２４の高さとを一致させる。なお、基準部材Ｒは、上述した測長機
構１０による測長作業においても基準として機能する。
【００３８】
更に、走行路２０の下流側には、固定成形装置２７が固定されている。この固定成形装置
２７にも、可動成形装置２２に含まれるものと同様のクランプ装置４０と、開先加工機６
０と、管端研磨装置７０とが含まれる。すなわち、固定成形装置２７のクランプ装置４０
は、被成形管Ｐｏの上流側端部を挟持する。開先加工機６０は、管端成形工具６１を有し
、クランプ装置４０に挟持された被成形管Ｐｏの上流側端部に対して接近離間可能である
。同様に、管端研磨装置７０も、クランプ装置４０に挟持された被成形管Ｐｏの上流側端
部に対して接近離間可能である。固定成形装置２７に含まれるクランプ装置４０、開先加
工機６０、管端研磨装置７０の制御も、制御コンピュータ１００によって行われる。
【００３９】
固定成形装置２７の下流側には、可動成形装置２２と固定成形装置２７とによって成形さ
れた成形管Ｐｓを収容するための成形管収容部２８が配置されている。また、固定成形装
置２７の下流側には、油圧シリンダ等からなり、制御コンピュータ１００により制御され
る払出しアーム２９が配置されており、この払出しアーム２９によって、成形管Ｐｓが固
定成形装置２７から成形管収容部２８に払い出される。
【００４０】
ここで、上述した管端成形装置１は、外径の異なる素管Ｐを高精度で効率よく自動連続加
工することができるものであるが、管端成形の自動化、高精度化、高効率化に寄与するの
は、特に、測長機構１０、ローラ高さ調整機構３０、クランプ装置４０、管端成形工具６
１、及び、管端研磨装置７０である。そこで、次に、測長機構１０、ローラ高さ調整機構
３０、クランプ装置４０、管端成形工具６１、及び、管端研磨装置７０について詳説する
。
【００４１】
〔測長機構〕
測長機構１０は、管端成形装置１のような、被成形管を切断するための切断装置を有し、
切断装置によって切断された被成形管の端部を成形可能な各種管端成形装置に適用可能な
ものである。図１及び図３に示すように、測長機構１０には可動クランプ装置１１が含ま
れる。この可動クランプ装置１１は、切断装置１６に対して接近離間可能である。すなわ
ち、可動クランプ装置１１には、図示しないパルスモータが内蔵されており、可動クラン
プ装置１１は、このパルスモータにより駆動されて切断装置１６の上流側に設けられてい
るレール１３上を走行する。パルスモータからは、制御コンピュータ１００に対して、パ
ルス信号が送られ、制御コンピュータ１００は、受け取ったパルス信号に基づいて可動ク
ランプ装置１１の走行を制御する。
【００４２】
また、可動クランプ装置１１には、図示しない駆動機構によって互いに接近離間させられ
るクランプ部材１１ａが上下に１体ずつ設けられている。各クランプ部材１１ａは、例え
ばＶ字状に形成された切り欠き部（図示せず）を有する。従って、各クランプ部材１１ａ
を互いに接近させれば、切り欠き部の間に外径の異なる各種素管Ｐ（被成形管Ｐｏ）を挟
持させることができる。また、可動クランプ装置１１には、エアシリンダ１８（位置決め
手段）が内蔵されている。このエアシリンダ１８は、クランプ部材１１ａによって保持さ
れている被成形管Ｐｏを切断装置１６に対して押出し、被成形管Ｐｏの端部を可動クラン
プ装置１１に予め設定されている原点位置に合わせる。クランプ部材１１ａの動さとエア
シリンダ１８の制御は、制御コンピュータ１００によって行われる。
【００４３】
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更に、測長機構１０には、補助クランプ機構１２と、主クランプ機構１４とが含まれる。
補助クランプ機構１２は、可動クランプ装置１１と切断装置１６との間に配置されている
。補助クランプ機構１２は、互いに接近離間するように駆動され、外径の異なる各種素管
Ｐを挟持可能な切り欠き部（図示せず）をもった一対のクランプ部材１２ａを有する。ク
ランプ部材１２ａは、被成形管Ｐｏを上下から挟持する。一方、主クランプ機構１４は、
補助クランプ機構１２と切断装置１６との間に配置されている。主クランプ機構１４も、
互いに接近離間するように駆動され、外径の異なる各種素管Ｐを挟持可能な切り欠き部（
図示せず）をもった一対のクランプ部材１４ａを有する。クランプ部材１４ａは、被成形
管Ｐｏを左右から挟持する（図１参照）。補助クランプ機構１２及び主クランプ機構１４
の制御は、制御コンピュータ１００によって行われる。
【００４４】
また、切断装置１６の下流側には、基準部材Ｒが配置されている。基準部材Ｒは、制御コ
ンピュータ１００によって制御される油圧シリンダＲ１（図５参照）によって昇降させら
れる。基準部材Ｒは、油圧シリンダＲ１によって上昇させられた際に、上板Ｒ２の上面が
主クランプ機構１４によって挟持されている被成形管Ｐｏの下部と当接可能な位置に配置
されている。
【００４５】
この測長機構１０を用いて、被成形管Ｐｏを切断装置１６に対して位置決めし、切断する
際には、まず、制御コンピュータ１００によって、可動クランプ装置１１が切断前の被成
形管Ｐｏの長さに概略対応する位置まで切断装置１６に向けて移動させられる。この状態
で、素管収容部５の搬出機構４（何れも図１参照）から、可動クランプ装置１１のクラン
プ部材１１ａと補助クランプ機構１２とに対して被成形管Ｐｏが水平方向に受け渡される
。そして、制御コンピュータ１００によって、可動クランプ装置１１のクランプ部材１１
ａと補助クランプ機構１２とが作動され、被成形管Ｐｏは両者によって挟持される。これ
により、被成形管Ｐｏの芯出しがなされる。
【００４６】
次に、制御コンピュータ１００によって、可動クランプ装置１１のクランプ部材１１ａと
補助クランプ機構１２とが多少（芯出しされた状態を維持し得る程度に）開放される。ま
た、可動クランプ装置１１のエアシリンダ１８が作動され、被成形管Ｐｏは、可動クラン
プ装置１１に設定されている原点位置まで切断装置１６側に押出される。そして、制御コ
ンピュータ１００により、再度、可動クランプ装置１１のクランプ部材１１ａが作動され
、被成形管Ｐｏは、クランプ部材１１ａによって挟持される。この状態から、可動クラン
プ装置１１は切断装置１６に向けて移動させられる。可動クランプ装置１１によって挟持
されている被成形管Ｐｏは、多少開放された状態のままである補助クランプ機構１２によ
ってガイドされながら、主クランプ機構１４のクランプ部材１４ａ間に挿通される。
【００４７】
図４に示すように、被成形管Ｐｏの先端部（上流側端部）は、切断装置１６の下流側に設
けられている基準部材Ｒの上方に達する。制御コンピュータ１００は、可動クランプ装置
１１のパルスモータから受け取ったパルス信号に基づいて算出した切断装置１６と可動ク
ランプ装置１１の原点位置との間の距離が所望の値になった時点で可動クランプ装置１１
を停止させる。可動クランプ装置１１が停止されると、制御コンピュータ１００により主
クランプ機構１４が作動され、被成形管Ｐｏは可動クランプ装置１１と主クランプ機構１
４との双方によって挟持される。また、制御コンピュータ１００によって基準部材Ｒが作
動され、基準部材Ｒは、被成形管Ｐｏの先端下部と当接させられる。この状態で、制御コ
ンピュータ１００により切断装置１６が作動されると、被成形管Ｐｏは、所望の寸法に切
断される。
【００４８】
このように、この測長機構１０によれば、被成形管Ｐｏを所望の寸法に切断するための位
置決め作業を自動的に行うことができる。また、位置決め作業の再現性が確保されるので
、被成形管Ｐｏの切断作業における精度を容易に向上させることができる。従って、この
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測長機構１０を備えた管端成形装置１では、各種被成形管を高精度で効率よく自動連続加
工することができる。
【００４９】
〔ローラ高さ調整機構〕
ローラ高さ調整機構３０は、管端成形装置１のような、外径が異なる各種素管を収容する
素管収容部から、成形済みの成形管を収容するための成形管収容部までの間で、被成形管
を移送、成形可能な各種管端成形装置に適用可能なものである。上述したように、管端成
形装置１では、素管収容部５から成形管収容部２８までの間に設けられた走行路２０に、
ローラ昇降装置２５によって昇降させられる支持ローラ２４が複数配設されている。この
ローラ高さ調整機構３０は、各支持ローラ２４の高さを調整するためのものである。
【００５０】
このローラ高さ調整機構３０には、上述した測長機構１０においても利用された基準部材
Ｒが含まれる。基準部材Ｒは、図５に示すように、各支持ローラ２４よりも上流側に位置
する。この基準部材Ｒには、上述した測長機構１０についての説明では省略したが、図５
に示すように、連結リンク３１を介して、走行路２０と平行に延在する連動シャフト３２
が接続されている。すなわち、図６に示すように、基準部材Ｒからは、走行路２０と直交
する方向にガイド部Ｒ３が延出されており、このガイド部Ｒ３によって、連結リンク３１
の一端部（上端部）に固定された連結ピン３３が摺動自在に支持されている。連動シャフ
ト３２は、連結リンク３１の他端部（下端部）に固定されると共に、図示しない支持部に
よって回転自在に支持されている。これにより、連動シャフト３２は、基準部材Ｒが昇降
させられると、その上下動に連動して回転することになる。
【００５１】
また、連動シャフト３２には、図５及び７に示すように、位置決めロッド（位置決め部材
）３４が各支持ローラ２４に対応するように固定されている。各位置決めロッド３４の先
端には、それぞれ近接センサ３５が固定されている。更に、各ローラ昇降装置２５のロッ
ド２５ａの所定位置にも、取付ロッド３６を介して近接センサ３７が固定されている。こ
こで、ガイド部Ｒ３、連結リンク３１、位置決めロッド３４、取付ロッド３６等の寸法、
取付位置等は、位置決めロッド３４の近接センサ３５と、ローラ昇降装置２５側の近接セ
ンサ３７との距離が所定値になった際に、常に、基準部材Ｒ（上板Ｒ２の上面）の高さと
、各支持ローラ２４の高さとが一致するように設定されている。
【００５２】
上述したローラ高さ調整機構３０は、所定のクランプ機構（管端成形装置１の場合、可動
成形装置２２のクランプ装置４０）によって被成形管Ｐｏの芯出しがなされた段階で作動
させられる。この場合、まず、制御コンピュータ１００によって油圧シリンダＲ１が作動
され、基準部材Ｒが上昇させられる。これにより、基準部材Ｒは、芯出しされている被成
形管Ｐｏの下部に向けて上昇する。この際、基準部材Ｒの上昇に連動して、連動シャフト
３２が回転し、連動シャフト３２に取り付けられている位置決めロッド３４が回動する。
制御コンピュータ１００は、基準部材Ｒの上板Ｒ２の上面が被成形管Ｐｏの下部と当接し
た段階で、基準部材Ｒの上昇を停止させる。これに伴い、位置決めロッド３４の回動も停
止し、位置決めロッド３４の先端に固定されている近接センサ３５の位置が定まる。一方
、制御コンピュータ１００は、任意のタイミングで各ローラ昇降装置２５を作動させ、こ
れにより、各支持ローラ２４も上昇する。そして、各ローラ昇降装置２５のロッド２５ａ
に取り付けられた近接センサ３７と、位置決めロッド３４の近接センサ３５との間の距離
が所定値になった段階で、制御コンピュータ１００によって、各ローラ昇降装置２５が停
止される。これにより、図７に示すように、基準部材Ｒの高さ（上板Ｒ２上面の高さ）と
各支持ローラ２４の高さとが一致した状態となる。
【００５３】
このように、このローラ高さ調整機構３０によれば、素管収容部５から成形管収容部２８
までの走行路２０において被成形管Ｐｏを移送、成形する際に、被成形管Ｐｏは、一定の
高さに調整された各支持ローラ２４によって支持された状態で移送、成形される。この結
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果、一旦、被成形管Ｐｏを芯出しすれば、その後の工程においても、芯出しされた状態が
良好に維持される。従って、このローラ高さ調整機構３０を備えた管端成形装置１では、
では、外径の異なる素管Ｐを高精度で効率よく自動連続加工することが可能となる。
【００５４】
〔クランプ装置〕
可動成形装置２２及び固定成形装置２７に含まれるクランプ装置４０は、外径が異なる各
種素管Ｐの端部を成形するために用いられるものである。図８に示すように、クランプ装
置４０は一対のクランプ部材４１を有する。各クランプ部材４１は、Ｖ字形状に形成され
ており、外径が異なる各種素管Ｐを挟持可能な切り欠き部４２を有する。また、図９に示
すように、各クランプ部材４１の横断面形状は、内部空間４４が画成されるように、略コ
の字形（Ｕ字形）とされている。各クランプ部材４１は、それぞれ、支持板４１ａに固定
されると共に、切り欠き部４２同士が互いに対向する状態で、可動成形装置２２のベース
部２２ａ上、又は、固定成形装置２７のベース部２７ａ上に配される。
【００５５】
クランプ部材４１同士は、クランプ部材移動機構４５によって、互いに接近離間させられ
る。クランプ部材移動機構４５は、図８に示すように、ボールねじ４６及び４７を含む。
ボールねじ４６，４７は、支持板４１ａの下面に固定された雌ねじブロック４８にそれぞ
れ螺合させられている。各雌ねじブロック４８は、可動成形装置２２のベース部２２ａ、
及び、固定成形装置２７のベース部２７ａ形成された図示しないガイド溝を介して、ベー
ス部２２ａ又は２７ａの下方に突出している。また、ボールねじ４６，４７は、それぞれ
逆転ギヤボックス４９に接続されており、逆転ギヤボックス４９にはモータ５０が接続さ
れている。これにより、モータ５０を回転させれば、ボールねじ４６とボールねじ４７と
は互いに逆方向に回転し、これに伴い一対のクランプ部材４１同士は、互いに接近又は離
間することになる。
【００５６】
一方、各クランプ部材４１の内部空間４４には、それぞれ、複数のローラ５１を有するロ
ーラ列５２が配置されている。各ローラ列５２も、図８に示すように互いに対向し合って
いる。ローラ列５２に含まれる各ローラ５１は、被成形管Ｐｏの側部を押さえるように配
置されており、外径が異なる各種素管Ｐの表面と当接可能である。また、２体のローラ列
５２の一方（この場合、図８における左側のローラ列５２）に含まれる各ローラ５１は、
それぞれ複数のスプロケット５３、チェーン５４及びモータ５５からなるローラ駆動機構
５６によって回転駆動される。さらに、各ローラ列５２の側部には、エアシリンダ等から
なるローラ列移動装置５７が固定されており、ローラ列移動装置５７を作動させることに
より、ローラ列５２同士を互いに接近離間させることができる。
【００５７】
各種素管Ｐの端部に開先加工や研磨加工を施す際には、一般に、成形対象の素管（被成形
管Ｐｏ）を挟持すること、及び、被成形管Ｐｏを回転させることが必要になるが、このク
ランプ装置４０は、被成形管Ｐｏの挟持、及び、被成形管Ｐｏの回転駆動の双方を可能と
するものである。すなわち、このクランプ装置４０を用いて被成形管を挟持する際には、
各クランプ部材４１の切り欠き部４２同士間に被成形管Ｐｏを配置させた後、クランプ部
材移動機構４５を作動させ、互いに対向し合うクランプ部材４１を互いに接近させる。こ
れにより、被成形管Ｐｏは、互いに対向し合う切り欠き部４２によって芯出しされた状態
で挟持されることになる。
【００５８】
一方、被成形管Ｐｏを回転させる場合、被成形管Ｐｏが各クランプ部材４１の切り欠き部
４２に挟持されている状態で、ローラ列移動装置５７を作動させ、各クランプ部材４１の
内部空間４４に配置されているローラ列５２同士を互いに接近させる。これにより、各ロ
ーラ列５２に含まれている各ローラ５１は、被成形管Ｐｏの表面と当接する。次に、クラ
ンプ部材移動機構４５を作動させ、クランプ部材４１同士を互いに離間させる。この状態
で（図１０参照）、ローラ駆動機構５６を作動させれば、被成形管Ｐｏは芯出しされた状
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態で回転させられることになる。
【００５９】
このように、このクランプ装置４０によれば、外径の異なる各種素管Ｐ（被成形管Ｐｏ）
の挟持（固定）及び回転が、一体の装置により行なわれる。これにより、クランプ装置の
小型化、加工工程の集約化が可能となる。また、固定されている被成形管Ｐｏを別途設け
られている他の回転装置に移し替えるといったようなことは不要となるので、いわゆる段
取作業が不要となり、管端成形に要する時間を短縮化することができる。従って、このク
ランプ装置４０を備えた管端成形装置１では、外径の異なる素管Ｐを高精度で効率よく自
動連続加工することが可能となる。
【００６０】
図１１に、クランプ装置の他の実施形態を示す。同図に示すクランプ装置４０Ａは、被成
形管Ｐｏの下側側部と当接する複数のローラ５１ａ，５１ｂを有するローラ列５２Ａを有
する。ローラ列５２Ａは、各１個の大径ローラ５１ａ及び小径ローラ５１ｂと、各ローラ
５１ａ，５１ｂとを支持する２枚のローラ支持板５２ａとからなる。２体のローラ列５２
Ａの少なくとも一方に含まれるローラ５１ａ，５１ｂは、図示しないローラ駆動機構によ
って回転駆動される。また、ローラ列５２Ａの上端部は、クランプ部材４１に固定された
取付シャフト５２ｂの周りに回動自在に支持されている。またローラ列５２Ａの下端部に
はスプリング５８が接続されており、スプリング５８は、テーパボルト５９によってクラ
ンプ部材４１の側部下側に固定されている。なお、クランプ部材４１同士は、図示しない
クランプ部材移動機構によって、互いに接近離間させることができる。このようなクラン
プ装置４０Ａによっても、被成形管Ｐｏの挟持、及び、被成形管Ｐｏの回転駆動の双方が
可能となる。
【００６１】
〔管端成形工具〕
開先加工機６０に含まれる管端成形工具６１は、被成形管Ｐｏの端部に開先加工を施す際
に用いられる管端成形工具である。この管端成形工具６１は、図１２に示すように、被成
形管Ｐｏに開先を形成するための複数のバイト６２ａ，６２ｂ，６２ｃを有する。また、
管端成形工具６１には、各バイト６２ａ～６２ｃが固定されるバイトホルダ６３を含み、
このバイトホルダ６３は、開先加工機６０の回転駆動部（図示せず）によって被成形管Ｐ
ｏと同軸に回転駆動される。
【００６２】
ここで、各バイト６２ａ，６２ｂ，６２ｃは、バイトホルダ６３に対して、その中心軸か
ら外周側に向けて配設されている。すなわち、バイトホルダ６３は、すり鉢状に形成され
ており、略円錐面状の取付面６３ａを有する。ここで、バイト６２ａは、刃先が取付面６
３ａと平行になるようにバイトホルダ６３の最も外周側に固定されている。また、バイト
６２ｃは、バイト６２ａの半径方向内側に（バイトホルダの中心軸側）刃先が取付面６３
ａと平行になるようにバイトホルダ６３に固定されている。バイト６２ｃは、バイト６２
ａから所定の間隔だけ離間している。更に、バイト６２ｂは、バイトホルダ６３を回転駆
動させた際に、バイト６２ａとバイト６２ｃとが通過しない領域を通過するように、バイ
トホルダ６３に固定されている。バイト６２ｂの刃先も取付面６３ａと平行になる。これ
により、各バイト６２ａ～６２ｃの刃先は、外周側に向かうにつれてバイトホルダ６３か
ら突出する。
【００６３】
この管端成形工具６１を有する開先加工機６０を用いて被成形管Ｐｏの端部に開先加工を
施す際には、図１２に示すように、管端成形工具６１と被成形管Ｐｏとを同軸に配すると
共に両者を互いに接近させる。ここで、この管端成形工具６１では、各バイト６２ａ～６
２ｃは、バイトホルダ６３の外周側に向かうにつれて刃先がバイトホルダ６３から突出す
る状態でバイトホルダ６３に固定されている。従って、外径の大きな被成形管Ｐｏ１を管
端成形工具６１に対して接近させれば、この被成形管Ｐｏ１の端部は、バイトホルダ６３
の外周側に固定されているバイト６２ａと当接する。
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【００６４】
一方、外径の小さな被成形管Ｐｏ２に対して開先加工を施す際には、被成形管Ｐｏ２と管
端成形工具６１とをより接近させればよい。この場合、外径の小さな被成形管Ｐｏ２の端
部は、バイトホルダ６３の中心軸側に固定されており、外周側のバイトよりも奥まってい
るバイト６２ｃと当接することになる。また、中程度の外径をもった被成形管Ｐｏは、バ
イト６２ａとバイト６２ｃとが通過しない領域を通過するバイト６２ｂと当接させること
ができる。
【００６５】
このように、この管端成形工具６１によれば、被成形管Ｐｏと管端成形工具６１との接近
移動量を変更するだけで、外径の異なる各種被成形管Ｐｏに対して開先加工を施すことが
可能となる。また、外径の異なる各種被成形管Ｐｏに対応させて管端成形工具を取り替え
る必要がなくなるので、いわゆる段取作業が不要となり、管端成形に要する時間を短縮化
することができる。従って、この管端成形工具６１を備えた管端成形装置１では、外径の
異なる素管Ｐを高精度で効率よく自動連続加工することが可能となる。
【００６６】
〔管端研磨装置〕
管端成形装置１の可動成形装置２２及び固定成形装置２７に設けられている管端研磨装置
７０は、開先加工機６０によって開先が形成された被成形管Ｐｏの端部を研磨する際に用
いられる。図１３に示すように、管端研磨装置７０は、可動成形装置２２に対して、クラ
ンプ装置４０の後方（図１３における右側）に配されており、固定成形装置２７に対して
、クランプ装置４０の前方（図１３における左側）に配されている。管端研磨装置７０に
は、図示しないエア供給装置から供給される圧縮空気により駆動されると共に、制御コン
ピュータ１００によって制御されるエアグラインダ７１が装備されている。
【００６７】
エアグラインダ７１の回転軸には、開先が形成された被成形管Ｐｏの端部を研磨するため
の研磨ホイール７２が取り付けられている。研磨ホイール７２は、芯材となるホイールの
外周にワイヤブラシを固定したものである。エアグラインダ７１は、グラインダ支持機構
７３に取り付けられている。グラインダ支持機構７３は、クランプ装置４０に挟持された
被成形管Ｐｏの端部に対して接近離間可能な移動台７４を有する。すなわち、移動台７４
は、ベース部２２ａ又はベース部２７ａ上で、走行路２０に設けられているレール２１と
平行に前後移動可能であると共に、走行路２０（レール２１の延在方向）と直交する方向
に往復移動可能である。移動台７４の動作は、制御コンピュータ１００によって制御され
る。
【００６８】
移動台７４には、エアグラインダ７１を支持する支持部７５が固定されている。エアグラ
インダ７１は、支持部７５の上部に設けられており、走行路２０（レール２１の延在方向
）と直交する方向に延びる取付ピン７６によって回動自在に支持されている。また、支持
部７５には、制御コンピュータ１００によって制御されるエアシリンダ（図示せず）が内
蔵されており、このエアシリンダを作動させることにより、エアグラインダ７１を上下に
昇降させることができる。更に、エアグラインダ７１の端部（研磨ホイール７２の反対側
端部）には、圧縮ばね７９の一端が固定されている。この圧縮ばね７９の他端は、移動台
７４に固定されており、エアグラインダ７１は、圧縮ばね７９によって研磨ホイール７２
の反対側端部が上方に付勢されている。
【００６９】
グラインダ支持機構７３の支持部７５からは、位置決めスイッチアーム７７がクランプ装
置４０に向けて延出されている。この位置決めスイッチアーム７７は、その先端面に取り
付けられた圧力スイッチ７８を含む。この圧力スイッチ７８は、移動台７４をクランプ装
置４０に対して前進させた際に、クランプ装置４０に保持されている被成形管Ｐｏの端面
と当接可能である。圧力スイッチ７８は、被成形管Ｐｏの端面と当接した際に、所定の信
号を制御コンピュータ１００に送り、制御コンピュータ１００は、圧力スイッチ７８から
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信号を受け取ると移動台７４の前進移動を停止させる。
【００７０】
更に、管端研磨装置７０には、グラインダ支持機構７３によるエアグラインダ７１の昇降
動作を停止させる傾斜スイッチ機構８０が含まれる。傾斜スイッチ機構８０は、移動台７
４に固定されて鉛直上方に延びるフレーム８０ａと、フレーム８０ａに取り付けられた第
１接点８１と、エアグラインダ７１に取り付けられた第２接点８２とからなる。第１接点
８１と第２接点８２とは、通常互いに接触しており、グラインダ支持機構７３の支持部７
５によって下降させられたエアグラインダ７１が所定量だけ傾斜した際に（この場合、エ
アグラインダ７１が略水平になった際に）、互いに離間する。傾斜スイッチ機構８０から
は、第１接点８１と第２接点８２とが離間した際に制御コンピュータ１００に対して所定
の信号が送られる。制御コンピュータ１００は、傾斜スイッチ機構８０から信号を受け取
ると、エアグラインダ７１の下降動作を停止させる。
【００７１】
この管端研磨装置７０を用いて被成形管Ｐｏの端部を研磨するに際しては、被成形管Ｐｏ
がクランプ装置４０に挟持されている状態で、グラインダ支持機構７３の支持部７５を作
動させ、エアグラインダ７１を上昇させて研磨ホイール７２を被成形管Ｐｏよりも上方に
位置させておく。そして、グラインダ支持機構７３をクランプ装置４０に対して前後左右
に移動させ、クランプ装置４０に挟持されている被成形管Ｐｏに対して接近させる。グラ
インダ支持機構７３がある程度クランプ装置４０に接近すると、グラインダ支持機構７３
の支持部７５から延出されている位置決めスイッチアーム７７の圧力スイッチ７８が被成
形管Ｐｏの端面と当接する。圧力スイッチ７８が被成形管Ｐｏの端面と当接すると、所定
の信号が制御コンピュータ１００に送られ、制御コンピュータ１００は、グラインダ支持
機構７３（移動台７４）の前進移動を停止させる。
【００７２】
次に、グラインダ支持機構の支持部７５が作動され、エアグラインダ７１が下降させられ
る。エアグラインダ７１が下降すると、やがて、研磨ホイール７２がクランプ装置４０に
挟持されている被成形管Ｐｏの端部と当接する。これに伴い、エアグラインダ７１自体は
、図１４に示すように、圧縮ばね７９の付勢力に抗して回動する。エアグラインダ７１は
更に下降させられる。そして、図１５に示すように、エアグラインダ７１が所定量だけ傾
斜して略水平になると、傾斜スイッチ機構８０の第１接点８１と第２接点８２とが離間し
、制御コンピュータ１００に対して所定の信号が送られる。制御コンピュータ１００は、
傾斜スイッチ機構８０から信号を受け取ると、エアグラインダ７１の下降動作を停止させ
る。この状態で、制御コンピュータ１００は、エアグラインダ７１を作動させる。これに
より、被成形管Ｐｏの端部に対して研磨加工が施されることになる。
【００７３】
このように、この管端研磨装置７０によれば、外径等が異なる各種被成形管Ｐｏに対して
、研磨ホイール７２を容易かつ自動的に位置決めすることが可能となる。また、研磨ホイ
ール７２は、圧縮ばね７９によって被成形管Ｐｏ端部に対して付勢されており、研磨ホイ
ール７２と被成形管Ｐｏの端部とが確実に接触するので、研磨加工の精度を向上させるこ
とができる。更に、研磨ホイール７２が摩耗しても、エアグラインダ７１を下降させるこ
とにより、研磨ホイール７２と被成形管Ｐｏの端部を確実に接触させることができる。従
って、この管端研磨装置７０を管端成形装置１に備えれば、外径の異なる素管Ｐを高精度
で効率よく自動連続加工することが可能となる。
【００７４】
〔管端成形装置の使用方法〕
以下、測長機構１０、ローラ高さ調整機構３０、クランプ装置４０、管端成形工具６１を
有する開先加工機６０、及び、管端研磨装置７０を含む管端成形装置１の使用方法につい
て図１等を参照しながら説明する。
【００７５】
管端成形装置１を用いて、各種素管Ｐの端部を成形するに際しては、予め、素管収容部５
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の素管収容棚２（各素管収容トレイ３）に、複数の素管Ｐを、例えば、異なる外径ごとに
分類した状態で収容しておく。この状態で、制御コンピュータ１００に対して、成形開始
の指示を与えると、制御コンピュータ１００によって搬出機構４が作動させられ、成形対
象となる被成形管Ｐｏが素管収容部５から測長機構１０に受け渡される。
【００７６】
測長機構１０の可動クランプ装置１１と補助クランプ機構１２とによって被成形管Ｐｏが
受け取られると、制御コンピュータ１００は、測長機構１０について説明した手順（図３
及び４参照）に従って、測長機構１０を作動させる。被成形管Ｐｏは、可動クランプ装置
１１によって移動させられた後、可動クランプ装置１１のクランプ部材１１ａと主クラン
プ機構１４とによって挟持され、所望の寸法に切断できるように位置決めされる。この段
階で、制御コンピュータ１００は、切断装置１６を作動させ、これにより、被成形管Ｐｏ
は所望の寸法に切断される。また、制御コンピュータ１００は、所定のタイミングでマー
キング装置１５を作動させ、これにより、被成形管Ｐｏに所定のマーキングが施される。
【００７７】
この際、可動成形装置２２は、制御コンピュータ１００によって、切断装置１６の近傍に
設けられている基準部材Ｒ付近まで移動させられている。そして、制御コンピュータ１０
０により、受渡しアーム２３が作動させられ、切断装置１６によって切断された被成形管
Ｐｏが可動成形装置２２側に引き寄せられる。被成形管Ｐｏは、受渡しアーム２３によっ
て可動成形装置２２のクランプ装置４０に対して受け渡される。可動成形装置２２のクラ
ンプ装置４０は、被成形管Ｐｏの所定位置（例えば、被成形管Ｐｏの中央部付近）を挟持
する。これにより、被成形管Ｐｏの芯出しがなされる。
【００７８】
この段階で、制御コンピュータ１００は、基準部材Ｒの上板Ｒ２の上面が被成形管Ｐｏの
下部と当接するまで、油圧シリンダＲ１を作動させる。また、制御コンピュータ１００は
、任意のタイミングで各ローラ昇降装置２５を作動させ、これにより、各支持ローラ２４
も上昇する。そして、制御コンピュータ１００は、各ローラ昇降装置２５のロッド２５ａ
に取り付けられた近接センサ３７と、位置決めロッド３４の近接センサ３５との間の距離
が所定値になった段階で（図７等参照）、各ローラ昇降装置２５を停止させる。これによ
り、基準部材Ｒの高さ（上板Ｒ２上面の高さ）と各支持ローラ２４の高さとが一致した状
態となる。
【００７９】
各支持ローラ２４の高さが調整されると、制御コンピュータ１００は、可動成形装置２２
を作動させる。可動成形装置２２は、固定成形装置２７に向けて走行路２０上を走行する
。この際、クランプ装置４０に挟持された被成形管Ｐｏは、各支持ローラ２４によって支
持されて移動するので、クランプ装置４０によって芯出しされた状態が良好に維持される
。なお、制御コンピュータ１００は、可動成形装置２２のパルスモータから受け取ったパ
ルス信号に基づいて、可動成形装置２２の位置を求めると共に、可動成形装置２２の直前
に位置する支持ローラ２４が下降するようにローラ昇降装置２５を制御する。
【００８０】
制御コンピュータ１００は、被成形管Ｐｏの前端部が固定成形装置２７のクランプ装置４
０に挿入された時点で可動成形装置２２を停止させる。被成形管Ｐｏの前端部は、固定成
形装置２７のクランプ装置４０によって挟持される。この段階で、制御コンピュータ１０
０は、可動成形装置２２のクランプ装置４０を一旦開放させると共に、可動成形装置２２
を再作動させる。可動成形装置２２は、切断装置１６に向けて走行路２０上を走行する。
制御コンピュータ１００は、被成形管Ｐｏの後端部が可動成形装置２７のクランプ装置４
０に挟まれるようになった時点で可動成形装置２２を停止させ、可動成形装置２２のクラ
ンプ装置４０に被成形管Ｐｏの後端部を挟持させる。
【００８１】
被成形管Ｐｏの前端部と後端部とが、停止した可動成形装置２２と固定成形装置２７との
クランプ装置４０によって挟持された段階で、制御コンピュータ１００は、可動成形装置
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２２及び固定成形装置２７の開先加工機６０を双方のクランプ装置４０に挟持されている
被成形管Ｐｏに対して移動させる。そして、開先加工機６０が作動され、被成形管Ｐｏの
前端と後端とに対して同時に開先加工が施される。開先加工が終了すると、制御コンピュ
ータ１００は、被成形管Ｐｏから開先加工機６０を退避させると共に、可動成形装置２２
及び固定成形装置２７の管端研磨装置７０を双方のクランプ装置４０に挟持されている被
成形管Ｐｏに対して移動させる。そして、管端研磨装置７０が作動され、被成形管Ｐｏの
前端と後端に対して同時に研磨加工が施される。
【００８２】
被成形管Ｐｏに対する研磨加工が終了すると、制御コンピュータ１００は、被成形管Ｐｏ
から各管端研磨装置７０を退避させると共に、可動成形装置２２及び固定成形装置２７の
クランプ装置４０を開放させる。そして、制御コンピュータ１００は、払出しアーム２９
を作動させる。これにより、成形済みの成形管Ｐｓは、成形管収容部２８に払い出され、
次の作業まで保管される。引き続き、制御コンピュータ１００によって搬出機構４が作動
され、次の成形対象となる素管Ｐ（被成形管Ｐｏ）が、素管収容部５から測長機構１０に
受け渡されると共に、上述した手順が繰り返される。
【００８３】
このように、この管端成形装置１によれば、素管収容部５から被成形管Ｐｏを搬出し、開
先加工及び研磨加工が施された成形管Ｐｓを成形管収容部２８に収容するまでの各工程を
自動的かつ連続的に行うことができる。また、被成形管Ｐｏの測長、可動成形装置２２及
び固定成形装置２７に対する被成形管Ｐｏのセッティング、開先加工、研磨加工等が、作
業員の手を介することなく、一体の装置によって行なわれるので、外径の異なる素管Ｐを
高精度で効率よく加工することができる。
【００８４】
【発明の効果】
本発明に係る管端成形装置によれば、素管収容部から被成形管を搬出し、開先加工及び研
磨加工が施された成形管を成形管収容部に収容するまでの各工程を自動的かつ連続的に行
うことができる。また、被成形管の測長、可動成形装置及び固定成形装置に対する被成形
管のセッティング、開先加工、研磨加工等が、作業員の手を介することなく、一体の装置
によって行なわれるので、外径の異なる素管を高精度で効率よく加工することができる。
【００８５】
また、本発明に係る管端成形装置の測長機構よれば、被成形管を所望の寸法に切断するた
めの位置決め作業を自動的に行うことができる。また、位置決め作業の再現性が確保され
るので、被成形管の切断作業における精度を容易に向上させることができる。
【００８６】
また、本発明に係る管端成形装置のローラ高さ調整機構によれば、素管収容部から成形管
収容部までの間で被成形管を移送、成形する際に、被成形管は、一定の高さに調整された
支持ローラによって支持された状態で移送、成形される。この結果、一旦、被成形管を芯
出しすれば、その後の工程においても、芯出しされた状態が良好に維持される。
【００８７】
更に、本発明に係る管端成形用クランプ装置によれば、外径の異なる各種素管（被成形管
）の挟持（固定）及び回転が、一体の装置により行なわれる。これにより、装置の小型化
、加工工程の集約化が可能となる。また、固定されている被成形管を別途設けられている
回転装置に移し替えるといったようなことは不要となるので、いわゆる段取作業が不要と
なり、管端成形に要する時間を短縮化することができる。
【００８８】
また、本発明に係る管端成形工具によれば、被成形管と管端成形工具との接近移動量を変
更するだけで、外径の異なる各種被成形管に対して開先加工を施すことが可能となる。ま
た、外径の異なる各種被成形管に対応させて管端成形工具を取り替える必要がなくなるの
で、いわゆる段取作業が不要となり、管端成形に要する時間を短縮化することができる。
【００８９】
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更に、本発明に係る管端研磨装置によれば、外径等が異なる各種被成形管に対して、研磨
ホイールを容易かつ自動的に位置決めすることが可能となる。また、研磨ホイールは、弾
性手段によって被成形管の端部に対して付勢されており、研磨ホイールと被成形管の端部
とが確実に接触するので、研磨加工の精度を向上させることができる。更に、研磨ホイー
ルが摩耗しても、グラインダを下降させることにより、研磨ホイールと被成形管の端部を
確実に接触させることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明による管端成形装置を示す平面図である。
【図２】図１に示す管端成形装置の側面図である。
【図３】本発明による管端成形装置の測長機構を示す模式図である。
【図４】本発明による管端成形装置の測長機構を示す模式図である。
【図５】本発明による管端成形装置のローラ高さ調整機構を示す模式図である。
【図６】本発明による管端成形装置のローラ高さ調整機構を示す模式図である。
【図７】本発明による管端成形装置のローラ高さ調整機構を示す模式図である。
【図８】本発明による管端成形用クランプ装置を示す模式図である。
【図９】本発明による管端成形用クランプ装置を示す模式図である。
【図１０】本発明による管端成形用クランプ装置を示す模式図である。
【図１１】管端成形用クランプ装置の他の実施形態を示す模式図である。
【図１２】本発明による管端成形工具を示す断面図である。
【図１３】本発明による管端研磨装置を示す模式図である。
【図１４】本発明による管端研磨装置を示す模式図である。
【図１５】本発明による管端研磨装置を示す模式図である。
【符号の説明】
１…管端成形装置、２…素管収容棚、４…搬出機構、５…素管収容部、１０…測長機構、
１１…可動クランプ装置、１２…補助クランプ機構、１４…主クランプ機構、１５…マー
キング装置、１６…切断装置、１８…エアシリンダ（位置決め手段）、２０…走行路、２
２…可動成形装置、２３…受渡しアーム、２４…支持ローラ、２５…ローラ昇降装置、２
７…固定成形装置、２８…成形管収容部、２９…払出しアーム、３０…ローラ高さ調整機
構、３２…連動シャフト、３４…位置決めロッド、３５、３７…近接センサ、４０，４０
Ａ…クランプ装置、４１…クランプ部材、４２…切り欠き部、４４…内部空間、４５…ク
ランプ部材移動機構、５１，５１ａ，５１ｂ…ローラ、５２…ローラ列、５６…ローラ駆
動機構、５７…ローラ列移動装置、６０…開先加工機、６１…管端成形工具、６２ａ，６
２ｂ，６２ｃ…バイト、６３…バイトホルダ、７０…管端研磨装置、７１…エアグライン
ダ、７２…研磨ホイール、７３…グラインダ支持機構、７４…移動台、７５…支持部、７
７…位置決めスイッチアーム（位置決めスイッチ手段）、７８…圧力スイッチ、８０…傾
斜スイッチ機構、１００…制御コンピュータ（制御部）、Ｐ…素管、Ｐｏ…被成形管、Ｐ
ｓ…成形管、Ｒ…基準部材、Ｒ１…油圧シリンダ。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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【 図 ８ 】 【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】 【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】 【 図 １ ５ 】
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